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６ 企業と市民活動団体の協働意向に関する調査結果 

【調査の概要】 
  調査対象：千葉県内の企業（“社員いきいき！ 元気な会社”宣言企業、「笑顔いっぱい！ フ

レンドリーオフィス」、「ちば食育サポート企業」、商業者の地域貢献ガイドライン

「包括協定」企業 960 社（重複除く） 
調査方法：ＦＡＸ回収方式 

  調査時期：平成 29 年 12 月 
  回収結果：有効回答 247（回収率 25.7％） 
【結果の概要】 
  企業の市民活動団体との協働意向に関する意識調査の結果は次のとおりです。 

なお、n は各設問に回答した企業の数です。 

（１）従業員数（単数回答） 

  回答した企業の従業員数は、下図のような結果となりました。 

 

（２）業種（自由記述） 

  回答した企業の業種は、下図のような結果となりました。

 

100人未満

60%

100人以上～

500人未満
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2.4%
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2.0%
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14.2%
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福祉
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製造

食品

不動産

金融
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その他

サービス

業種 ( n = 247 )



６ 企業と市民活動団体の協働意向に関する意識調査 

- 93 - 

（３）市民活動団体と連携・協働した経験の有無（単数回答） 

 地域活動や事業活動を市民活動団体と連携・協働して行った経験の有無を尋ねたところ、下

図のような結果となりました。「ある」と回答した企業は 28.4％となっています。 

 
 
（４）今後の協働の意向の有無（単数回答） 

 今後、市民活動団体と協働していく意向があるかどうかを尋ねたところ、下図のような結果

となりました。「ある」と回答した企業は 43.9％となっています。 

 
 
 

（５）市民活動団体に求めること（複数回答） 

 市民活動団体と協働する場合、市民活動団体に対して何を求めるかを尋ねたところ、次ペー

ジの図のような結果となりました。最も多いのが「活動理念が明確であること」で 55.4％、次

に多いのが、「地域住民と密接な関係を有していること」で 47.4％となっています。 

25.6%

28.4%

74.4%

71.5%

H 2 5 ( n = 9 0 )

H 2 9 ( n = 2 4 3 )

市民活動団体と連携・協働した経験

ある ない

35.9%

43.9%

64.1%

56.1%

H 2 5 ( n = 6 4 )

H 2 9 ( n = 1 8 0 )

市民活動団体との今後の協働の意向の有無

ある ない
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（６）県に期待すること（複数回答） 

 市民活動団体と協働していくために、県に期待することを尋ねたところ、下図のような結果

となりました。最も多いのが「NPO の具体的な活動内容に関する情報提供」で 75.1％、次に

多いのが「NPO との情報交換の場や機会の提供」で 48.3％となりました。 
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5.6%

43.3%
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33.3%

22.2%
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40.0%

55.6%

28.9%
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20.7%

7.5%

37.6%

28.2%

47.4%

31.5%

27.2%

20.7%

14.6%

23.9%

37.6%

55.4%

21.6%

11.7%
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法人格を有していること

知名度が高いこと

実績が豊富であること

情報公開度が高いこと

地域住民と密接な関係を有していること

ネットワークを持っていること

コミュニケーション能力があること

マネジメント能力があること

情報発信・情報収集力があること

動員力があること

協働によるメリットを提示できること

活動理念が明確であること

企画力があること

その他

市民活動団体に求めること

H25（n=90) H29(n=216)

62.2%

21.1%

30.0%

45.6%

10.0%

20.0%

20.0%

30.0%

75.1%

24.4%

48.3%

33.0%

22.5%

27.8%

24.4%

6.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

NPOの具体的な活動内容に関する情報提供

NPOの組織基盤や財務状況に関する情報提供

NPOとの情報交換の場や機会の提供

優良事例の紹介

NPOや協働について学習する機会の提供

NPOとの協働に関するアドバイス

NPOの紹介（窓口）・協働の仲介

問題発生時の相談・調整

県に期待すること

H25（n=90) H29(n=209)
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７ 県職員アンケート調査結果 

【調査の概要】 
  調査対象：知事部局、議会事務局、各行政委員（会）及び各公営企業に係る本庁各課室、各

出先機関の職員約 11,100 人 
調査方法：県庁内ホームページのアンケートシステムを利用 

  調査時期：平成 29 年 10～11 月 
  回収結果：有効回答 1,007（回収率 9.0％） 
【結果の概要】 
  県職員の NPO・ボランティアに関する意識調査の結果は次のとおりです。過去の調査（平成

20、23、26 年度）と比較可能な設問については、比較した形で表示しています。 
  なお、n は各設問に回答した職員の数です。 

（１）ＮＰＯについて 

  NPO の認知度を尋ねたところ、最も多いのが「NPO の性質や活動内容の概要は知っている」

で 59.5％となっており、平成 26年度と比べて 6.6ポイント減少しています。次に多いのが「NPO
という言葉だけは知っている」で、30.9％となっています。 

 
 
NPO に対する印象について尋ねたところ、最も多いのが「行政や企業ではできない活動をし

ている」で 62.2％となっています。 

4.0%

2.5%

2.2%

9.9%

10.5%

6.8%

65.2%

66.1%

59.5%

19.9%

20.6%

30.9%

0.3%

0.3%

0.6%

H 2 3
( n = 1 , 0 3 2 )

H 2 6
( n = 1 , 0 8 2 )

H 2 9
( n = 1 , 0 0 3 )

NPOの認知度

知識のみならず自らＮＰＯに参加している

ＮＰＯの意義や社会的役割などを含め詳しく知っている

ＮＰＯの性質や活動内容の概要は知っている

ＮＰＯという言葉だけは知っている

全く知らない
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（２）ＮＰＯとの協働について 

  NPO と協働して業務を進めた経験があるか尋ねたところ、「ある」が 21.6％に対して、「な

い」が 78.4％となっています。26 年度と比べると、協働経験ありと答えた職員は 3.1 ポイント

減少しています。 
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40.7%

43.5%

46.2%

30.3%

61.8%

27.2%

14.6%

44.4%

29.4%

55.7%

35.0%
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39.4%

38.2%

25.1%

50.2%

25.2%

14.8%

51.1%

21.3%

65.5%

23.9%

30.8%

35.9%

22.6%

17.3%

31.5%

16.5%

1.8%

19.7%

19.7%

62.2%

19.4%

27.0%

33.5%

21.8%

14.3%

24.2%

17.0%

5.4%

22.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

県民の多様なニーズに対応している

行政や企業ではできない活動をしている

きめ細かい活動をしている

自己実現を図り、支え合う仲間を作る場と

なっている

どの程度役に立っているか疑問である

行き過ぎた活動が心配である

ＮＰＯが事業を行って、利益を上げることに

疑問を感じる

ＮＰＯの中には単なる圧力団体や暴力団のような

団体もあるので不安だ

法人格のないＮＰＯはあんまり信用が出来ない

自分には関係ない

今後ＮＰＯ活動が盛んになったほうがよいと思う

N P Oに対する印象について

H20
(n=2,497)

H23
(n=1,032)

H26
(n=1,082)

H29
(n=1,005)

26.6%

24.7%

21.6%

71.9%

75.2%

78.4%

H 2 3
( n = 1 , 0 3 2 )

H 2 6
( n = 1 , 0 8 2 )

H 2 9
( n = 1 , 0 0 0 )

NPOとの協働について

ある ない
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県として、今後、NPO との協働を積極的に推進していく必要性を感じるか尋ねたところ、「そ

う思う」が 9.0％、「どちらかといえば、そう思う」が 49.6％となっています。 

 

 上記の質問において「そう思う」「どちらかといえば、そう思う」と答えた職員に対して、どの

ような分野で協働していくことが必要だと思うか尋ねたところ、「保健・医療・福祉」が 37.4％、

「まちづくり」が 33.6％となっています。 

 

11.0%

11.4%

13.5%

9.0%

44.1%

49.3%

52.9%

49.6%

17.0%

14.1%

13.7%

16.3%

7.8%

6.4%

5.0%
6.3%

20.1%

18.8%

15.0%

18.9%

H 2 0
( n = 2 , 4 9 7 )

H 2 3
( n = 1 , 0 3 2 )

H 2 6
( n = 1 , 0 8 2 )

H 2 9
( n = 1 , 0 0 7 )

今後、NPOとの協働を推進していく必要性を感じるか

そう思う どちらかといえば、そう思う

とちらかといえば、そう思わない そう思わない

分からない

37.4%
25.0%

33.6%
23.5%

30.4%
26.7%

29.7%
7.4%

11.1%

9.7%
31.3%

4.5%
5.6%

4.4%
9.2%
9.6%

7.1%

1.0%
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保健・医療・福祉

社会教育

まちづくり

学術・文化・芸術・スポーツ

環境保全

災害救援

地域安全

人権平和

国際協力

男女共同参画

子ども

情報化社会

科学技術

経済活動

職業能力

消費者保護

ＮＰＯ支援

その他

協働を進めるべき分野 ( n = 1 ,0 07 )
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  また、NPO との協働推進の必要性について「そう思う」「どちらかといえば、そう思う」と

回答した職員に対して、NPO との協働により期待することを尋ねたところ、最も多いのが、「地

域社会の活性化が期待できる」（60.3％）、次に多いのが「行政への市民参加を推進することが

できる」（54.6％）となっています。 

 

  他方、NPO との協働推進の必要性について「どちらかといえば、そう思わない」「そう思わ

ない」と回答した職員に対して、その理由を尋ねたところ、最も多いのが「NPO が県民のニー

ズをつかんでいるとは思えないから」（42.7％）、次に多いのが「県内の NPO はまだまだ小さ

い団体が多く、実力も実績も分からず信頼性に欠けるから」（34.4％）となっています。 

 

57.9%

8.9%

57.7%

23.9%

69.2%

6.4%

53.5%

12.0%

57.0%

25.9%

63.1%

2.5%

51.7%

9.8%

54.6%

29.2%

60.3%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80%

より県民ニーズに沿った事業を展開できるなど、

行政サービスの質を向上させることができる

行政の透明性を高めることができる

行政への市民参加を推進することができる

コストダウンを図ることができる

地域社会の活性化が期待できる

その他

N P Oとの協働により期待すること

H23
(n=626)

H26
(n=719)

H29
(n=590)

38.6%

35.4%

52.7%

28.9%

8.6%

20.8%

33.6%

33.2%

47.9%

32.2%

7.1%

31.3%

25.7%

37.1%

48.0%

26.7%

2.5%

24.8%

26.9%

34.4%

42.7%

29.5%

4.4%

20.3%

0% 20% 40% 60%

ＮＰＯと協働しなくても、行政は工夫次第で十分に住民

ニーズや課題に対応できるから

県内のＮＰＯはまだまだ小さい団体が多く、実力も実績も

分からず信頼性に欠けるから

ＮＰＯが県民のニーズをつかんでいるとは思えないから

ＮＰＯと協働する場合、事務量が著しく増大することが懸

念されるから

地域社会の活性化にＮＰＯが果たせる役割はないと思うか

ら

その他

協働が必要ないと考える理由

H20
(n=619)

H23
(n=212)

H26
(n=202)

H29
(n=227)



７ 県職員アンケート調査結果 

- 99 - 

（３）職員のＮＰＯ・ボランティアへの参加経験について 

  これまで NPO・ボランティア活動に参加したことがあるか尋ねたところ、最も多いのが「参

加したことはなく、今後も参加してみたいと思わない」で 35.0％となっています。「参加した

ことがある」は、平成 26 年度から 5 ポイント増加しました。 

 

  また、NPO・ボランティア活動について「参加したことはなく、今後も参加してみたいと思

わない」と回答した職員に対して、なぜそのように思うかを尋ねたところ、最も多かったのが、

「時間的に余裕がない」で 64.2％となっています。 
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25.7%

25.5%

30.5%

34.1%

29.6%

28.9%

30.9%
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35.0%

H 2 3
( n = 1 , 0 1 6 )

H 2 6
( n = 9 4 4 )

H 2 9
( n = 9 9 7 )

NPO・ボランティアへの参加経験

定期的に参加している

時々参加している

参加したことがある

参加したことはないが、今後参加してみたいと思う

参加したことはなく、今後も参加してみたいと思わない

28.2%

12.9%

8.8%

62.4%

17.6%

28.2%

18.2%

29.5%

3.1%

25.4%

14.1%

13.8%

67.5%

16.7%

35.3%

25.1%

30.5%

4.5%

26.9%

15.2%

12.3%

64.2%

16.3%

27.5%

29.8%

30.9%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80%

活動場所や内容等のＮＰＯ・ボランティア情報が

わからない

自分がボランティアとして役立つのか不安

一緒に活動する仲間がいない

時間的に余裕がない

金銭的に余裕がない

体力的に余裕がない

対人関係がわずらわしい

ＮＰＯ・ボランティア活動自体に興味がない

その他

N P O・ボランティア活動に参加しない理由

H23
(n=319)

H26
(n=354)

H29
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８ 市町村アンケート調査結果 

【調査の概要】 
  調査対象：県内 54 市町村 

調査方法：各市町村の市民活動担当課に対して調査票を送付 
  調査時期：平成 29 年 8～9 月 
  回収結果：有効回答 54（回収率 100％） 
【結果の概要】 
  市町村の NPO 施策の課題等についての調査結果は次のとおりです。過去の調査（平成 20、

23、26 年度）と比較可能な設問については、比較した形で表示しています。 
  なお、n は各設問に回答した市町村の数です。 

（１）市民活動の活発化について（単数回答） 

  ここ数年（3 年程度）で、市町村で以前より市民活動が盛んになってきたと思うか尋ねたと

ころ、「思う」が 51.9％、「思わない」が 18.5％となっています。 

 
（２）市民活動への市民の理解の広がりについて（単数回答） 

  ここ数年（3 年程度）で、市町村で市民活動への市民の理解が広がってきたと思うか尋ねた

ところ、「思う」が 37.0％、「思わない」が 9.3％となっています。 

 

53.6%

53.7%

51.9%

51.9%

17.9%

18.5%

18.5%

18.5%

28.6%

27.8%

29.6%

29.6%

H 2 0

H 2 3

H 2 6

H 2 9

思う 思わない わからない

29.6%

40.7%

37.0%

16.7%

11.1%

9.3%

53.7%

50.0%

53.7%

H 2 3

H 2 6

H 2 9

思う 思わない わからない
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（３）市民活動の推進における課題について（複数回答） 

  今後、市民活動を推進していく上での課題について尋ねたところ、最も多いのが「団体の活

動実績の評価が困難」で 68.5％、次に多いのが「団体の実態把握が困難」、「担当職員の不足」、

「職員の共通認識の不足」の 66.7％となっています。前回調査と比べて「団体の実態把握が困

難」「団体の活動実績の評価が困難」「支援効果の評価が困難」などが上昇していることがわか

ります。 

 
  

39.3%

32.1%

42.9%

46.4%

32.1%

51.8%

26.8%

21.4%

16.1%

26.8%

21.4%

0.0%

8.9%

5.4%

38.9%

48.1%

37.0%

57.4%

25.9%

42.6%

29.6%

16.7%

13.0%

31.5%

16.7%

14.8%

0.0%

3.7%

31.5%

55.6%

57.4%

66.7%

27.8%

63.0%

51.9%

18.5%

14.8%

31.5%

24.1%

13.0%

1.9%

0.0%

29.6%

66.7%

68.5%

66.7%

33.3%

66.7%

61.1%

25.9%

20.4%

40.7%

29.6%

16.7%

1.9%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

庁内や県・市町村の役割分担が不明確

団体の実態把握が困難

団体の活動実績の評価が困難

担当職員の不足

予算の不足

職員の共通認識の不足

支援効果の評価が困難

行政の公平性の確保が困難

市民活動団体の定義が不明確

団体のニーズ把握が困難

団体への住民理解を得るのが困難

NPOという言葉への抵抗感

その他

特になし

H20 H23 H26 H29
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（４）（３）の課題解決に向けて県に期待することについて（複数回答） 

  今後、市民活動を推進していく上での課題を解決するために、県に期待するさらなる取組に

ついて尋ねたところ、最も多いのが「県や他市町村の施策情報の提供」で 75.9％、次に多いの

が「団体に関する情報の提供」で 66.7％となっています。 
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